
・実施体制に関する意見  

・事業全体の運営方法に関する意見  

・その他  

【報告書の作成】  

（注）適宜、調査対象サービスごとに区分して記載  

1 各種調査票の集計結果  

① 基本情報項目調査票（項目記載上の問題点）の集計結果   

② 調査情報項目調査票の集計結果   

③ 総括調査票（事業所用）の集計結果   

④ 総括調査票（調査員用）の集計結果  

2 検証会議における意見   

① 事業所からの意見   

② 調査員からの意見  

3 都道府県における意見（1、2等を踏まえた次の①から⑥に関する   

総括的意見）   

① 実施主体の業務に関する意見   

② 実施体制に関する意見   

③ 調査方法に関する意見   

④ 訪問調査を行う調査員の構成に関する意見   

⑤ 事業所情報公表項目に関する意見   

⑥ 情報の公表方法に関する意見  
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○モデル調査実施に当たっての留意点  

（a）個人情報の取扱い  

事業所の訪問調査においては、本来は、事業所が保有する利用者又は   

家族に関する個人情報を閲覧する機会があるが、事業所には、個人情報   

の保護に関する法律の規定に基づく個人情報の利用目的による制限があ  

る。  

このため、モデル調査事業実施に当たっては、事業所は、事業所が自   

ら調査情報項目を記入する際に用いた確認のための材料のうち、個人を   

特定する情報を消除したサンプル1部を事前に準備するものとする（す   

なわち、モデル調査事業においては、個人情報の閲覧は行わない。）。  

【個人情報の保護に関する法律】  

：（平成15年5月30日 法律第57号）  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

： （利用目的による制限）  
1  

1  

1  

1  

1  

：第16条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定によ： l  
l  

l   

l  

三 り特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならな：  
1  

t   

1  

l  

l  

1   

＿   ト．．1⊥ L【▼▼・＿．，＿」＿川■．′ 、  ■，．．．  ‥                                        1 ：2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業：  
l  

l  

l   

l ： を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ない：  
1  

1  

1   

I  

；で、承継前における当該個人情報の利朋的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人：  
l  

情報を取り扱ってはならない。  
1  

1  

；3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない 

一 法令に基づく場合  
暮  
l  

l 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意：  

を得ることが国難であるときこ  
；   

l  

… 三 公衆衛生の向上叉は児童の健全チこ育成の推進のたダ）に特に必要がある場合であ  
墓  
乙  
∋  、 天人イj司書を得る二ニズ′三：ア警圭てご1）る±き  

ぎ  
E  ・ニニノ77；・  

∴三さ」方ごこ幸計喜一杢て；二そ＝7、苦言三を壬：ナた音う二法含こ「ノ盲）′ふ）そ享子芳を  
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遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることに：  
l  

l  

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  
l  

l  

l  

－ ■ 一 － ■ ■ ■ － ■ ■ －1■ ■ － ■ ■ ● ■ ■■ ■ ● － ■ ■ ■ － ■ ■ ■■ ■■ － ■ ■ ■ ■■l■l一 ■ －1■ ■■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ － ■ 一 ■■ － ● 一 ■■ ■l■■ ■■ ■ ■ － t■ ■ ■■ －1■1－ ■ ■l■ 一 ■ ■ ■ ■ ■■ －－  

（b）守秘義務の取扱い  

調査員は、訪問調査に当たり、事業所の運営内容等を知り得る立   

場にあることから、都道府県又は事業受託団体と調査員との間にお   

いて、モデル調査事業実施に当たっての守秘義務に係る誓約書を取   

り交わすこととする。  

また、誓約書の様式例を次のとおり示すので参考にされたい。  

なお、本事業を委託により実施する都道府県にあっては、事業受   

託団体と委託契約上、守秘義務に関する定めを置くこととする。  
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■■ ■ ■ － ■■ ■ － ●l■ － ■ － ■■ 一 ■■ ■ ■■ ■ － ■ 一 － ■■ ■1－ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ 一 － ■■ ■ ■l■ ■ ■■ ■ ■■l■ t ■ ■ 一 ■ － ■■ ■l■ ＝ ■● ■ － ■ ■■ ●■ － ■l■ ■ ■■ ■ ■ ■■l■ －1■ ■ 一 一 ■■ ■ ■ －  

（様式例）  

誓 約 書  

「介護サービス情報の公表」都道府県モデル調査事業における事業所の調：  
1  

l  

；査に当たり、次のとおり誓約します。  
l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

■  
1  

1  

1  

1  

1  

l  

：調査に携わったことにより知り得た次の情報について、当該事業を遂行す…  
1  

1 ：る者以外の第三者に漏洩しないとともに、当該事業の目的以外に使用しない。  
t  

■  
： また、当該事業終了後においても同様とする。  
l  

l  

・利用者及び家族の個人情報  
I  

l  

・事業者の業務内容、経営内容等の情報  
1  

1  

・その他、調査を通じて知り得た情報  
l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

I  

t  

l  

平成  年  月  日  

実施主体  

代表者  殿  

住所   

調査員氏名   
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（c）モデル調査事業の実施要領（案）  

モデル調査事業の流れ、実施要領（案）は、以下に示すとおりで   

ある。  
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t3）甜う道府県モデル調査事業の流れ  

都  道 府 県 モ デ ル  調 査 事 業 の 実 施 方 法  手 順  

．デ1ご＝テデル云評密血 アブ  

介讃サービス事業所  

事前説明会への参加   

調査票様式の受領  

三方問岩間蛮日程の確定等   

l  

⑧ 調査買の受領  



都 道 府 県 モ デ ル 調 査 事 業 の 実 施 方 法。事 順  

堅コ  、・．‥－、・：ノ殿誉＝・2ノ  

声    ＿…＿．」  介讃サービス事業所  都 道 府 県  支援センター  

u l 】 n u l u 】 】 十      言方問調査の実施                 1     ⑩ 総括調査票の作成               ⑪ 調査結東・総括調査     霹の送付  

i 

Ⅰ   

喧）訪問調査への同行（適宜）  

－
∽
N
－
 
 

】         ロ       ；                I  

¢初 調査結果（写）・総括  
調査票（写）の受理  

検証会議への参加   

］
 
 

】j一 章同告言の受王望  



（3）モデル調査事業の実施要領（案）  

l  

スケジュール項目   

⊆  

施   内   容   

留意点  u   

呈モデル調査事業の   
‖  

利用者び介護サービス事業竃を選択するに当たっての判断に  

主目的  資する情報を円滑かつ容易に取得できる環境整備を盗るため、  

介護サービスに関するモデル調査を実施し、調査内容、訪問調  

盲 査を行う謁査員の構成、研修カリキュラム、実施体制等の検証  t   

を行うこと。  

1．［弼呈及び会場  

日程及び会場については調整中。  中央研修への参加  

2．留意点  

・都道府県職員の参加者数は、会場規模の都合により全サービ  

スを通じて原則2名とする。  

なお、事業を委託している場合は、受託直体の職員が都道府  

県職員と同行して差し支えないが、その場合であっても、合  

計2名以内とする。  

・中央研修修了者については、介護サービス情報公表センター  

から都道府県に対して研修修了者名簿が送付される。また調  

査員に対する修了証の交付を行う。  

1．日程  

・各サービス用調査票様式が完成次第、当職から都道府県に対  

して速やかに送付する。  

①調査票様式の   

送付  

②調査票様式   

の受領・確認  2．手順  

・調査票様式の送付  

各調査票様式等は原則電子媒体にて送付する。（①基本情報  

項目、②調査情報項目、②総括調査票（吉尾査員用）、④総括  

調査票（事業所用）宅）その他必要書類）  

・調査票様式の受領・確認   

都道府県は、調査票様式受領後速やかこ確認し、受領した   

旨を当職宛に連結する。  

1。充容  

書記書芸頭蓋ど言、講喜真 皮び事業所に文才し、太モデル喜美の逗  萱∴事前三三班会の琶  
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旨の徹底、理解の促進を図る観点からの説明を行うとともに、  

訪問調査の日程、段取り等を確認するために実施する。  

2．日程  

・中央研修終了後、1日程度で実施する  

・各サービス毎の開催、複数サービスをまとめて開催、全サー   

ビス同時開催等適宜開催して差し支えない。  

3．参加者  

・調査員、事業者及び都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

とする。  

4．手順  

・必要書類の配布  

（調査員）  

・総括調査票（調査員用）  

（基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票について  

は、事業所が記入した後配布）  

・委嘱状等（各都道府県の実情に応じて）  

・守秘義務遵守に関する誓約書（様式例参照）  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

（事業所）  

・調査票様式  

（①基本情報項目、②調査情報項目、③総括調査票（事業   

所用））  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

・モデル事業の趣旨説明   

中央研修会資料等に墨つき、調査員及び事業所に対する「介   

護サービス情報の公表」制度の趣旨・目的、モデル調査の   

趣旨・臼的、内容等についての説明を行う。  

・訪問言局査日程の確定等  

（事業所からの調査票の提出期限）  

都道府県と事業所との問で、事業所が記入した基本情報  

項目調査票及び調査情報項眉調査票の提出期限を定めて  

おく。（基本的に、事前説明会終了後、速やかな記入を依  

頼する。）  

また、総括調喜票（事業所用）は、訪問調査終了後達や  
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かに送付することとして定めておく。  

（訪問調査の日程調整）   

訪問調査の日程調整は、関係者が一堂に会する事前説明   

会時に行ってお＜ことが望ましい。   

また、実際の訪問調査は事前説明会終了後から7月末   

までの早い段階で適宜実施する。  

（調査員からの調査結果の提出期限）   

基本情報項自調査票及び調査情報項目調査票については、   

各訪問調査終了後速や訊こ都道府県へ送付することとし   

て定めてお＜。   

また、総括調査票（調査員用）については、各調査員が   

担当する全ての訪問調査終了後速やかに送付することと   

して定めておく。  

尾 部道府県は、事業所から提出された言局査票について、各吉尾  

査員用1部つつ（合計2部）をコピーし、調査員へ送付す  

る。  

ミ．●二・・  

了 各喜冒重責による書琶歪票の確認  9訪問講三の実施  
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② 調査員問の事前打ち合わせ  

必要に応じて、調査員間でヒアリングの役割分担等の事   

前打合せを行う。  

③訪問調査の実施   

訪問調査は、中央研修の内容に即して実施する。  

④都道府県職員の訪問調査への同行  

都道府県職員は、適宜訪問調査へ同行して差し支えない。   

（実施手順）  

⑩総括調査票   調査員及び事業所は、訪問調査終了後速やかに、各総括調査   

の作成   票を記入する。   

（実施手順）  

⑪調査結果  ・調査員   

調査票の送付   調査員は、基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票を  

都道府県へ送付する。  

また、調査員が担当する全ての訪問調査終了後速やかに総  

括調査票（調査員用）を都道府県へ送付する。  

・事業所  

事業所は、訪問調査終了後速やかに、総括調査票（事業所  

用）を都道府県へ送付する。  

（実施手順）   

⑫調査結果・総括   ・調査員からの調査結果・総括調査票   

調査票の受理   ① 都道府県は、調査票の受理後、記入内容を確認し、無記入   

⑱調査結果（写）   欄がある場合には、調査員へ確認の上、都道府県において記   

の送付   入する。  

t  

②都道府県は、調査員からの調査結果（基本情報項目調査票   

篭   （写）、調査情報項目調査票（写）、総括調査票（写））を適   

宣取りまとめ、介護サービス情報公表支援センター宛に送付   

する。（介護サービス情報公表支援センターにおいて集計を行   

うこととしているっ）   

眉   

卜事業所からの総括調査票   

＝‾ 

－ 
l  
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1 内容   

調査結果及び課題を集約・整理し、事業主体の業務、実施体   

制、調査方法、調査員の構成、事業所情報公表項ヨ案等の検証   

を行う。  

2 ［∃程  

訪問調査終了後、各サービス毎の開催、複数サービス（類似   

サービス等）をまとめて開催等適宜実施する。  

3 参加者   

調査員、事業者、都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

4 資料  

・基本情報項日調査票調査結果  

・調査情報項目調査結果  

・総括調査票（事業所用）調査結果  

・総括調査票（調査員用）調査結果  

・その他  
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介護俵険事業費補助金  

「介護サービス情報の公表j制度支援尊貴嚢施要綱（案）  

1．目的  

利用者の権利擁護、サービスの質の確保等の観点から、介護サービス事業者に対し、   

利用者の適切な介護サービスの選択に資する情報を公表する「介護サ山ビス情報の公   

表」制度の円滑な施行の支援を行うことを目的とする。  

2．事業実施主体  

事業の実施主体は都道府県とする。ただし、事業の全部又は一部をこの事業を適切   

に実施することができると認められる団体等に委託することができる。  

また、都道府県に替わって、介護保険法第115条の36に規定する指定情報公表   

センターの指定を受けた法人及び介護保険法第115条の30に規定する指定調査機   

関の指定を受けた法人が事業を実施する場合には、当該法人に対して助成することが  

できる。  

3．事業内容  

（1）介護サービス情報の公表事業  

介護サービス情報の公表制度の調査事務、情報公表事務等の円滑な施行のため  

に必要な事業とする。  

（2）都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）導入事業  

別途開発する都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）につ   

いて、都道府県において導入する事業とする。  

（3）普及・啓発事業  

「介護サービス情報の公表」制度について事業者、利用者等に対する普及8啓   

発を行う事業とする。  

（実施方法）  

次の事業を実施する。  

ア パンフレット等の作成  

イ 広報誌等捨作成  

Ieヽヾ・       r「 こJ■∵ポ∵ウニ等の問′違  

－  

」・一       ／L■－－  
－  一1、 －－  ．－＼、  
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（4）調査員指導者喜成事業  

部道府県において、調査員指導者を童成する事業とする。  

4．経費の補助  

この実施要綱により実施する琴董については、予算の範囲内で補助するものとす   

る。  
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r介護サ騨ビス情報の公表j制度支援事業交付要綱（案）  

介護保険尊貴費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

3 この補助会は次の事業を対象とする。  

～（略）～  

基  準  額   対  象  経  費   補助率   

厚生労働大臣が必要と認めた額   「介護サービス情報の公表」制  1／2  

度支援春美に必要な賃金、需用  

費、役務費、委託料、使用料及び  

賃借料、備品購入費、負担金、報  

酬、報償費、旅費、通信運搬費、  

補助金（指定情報公表センターの  

指定を受けた法人が事業を実施す  

る場合は、都道府県が助成する対  

象経費として、給料、職員手当及  

び社会保険料事業主負担金を含  

む。）  

王  】   
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